
（平成２４年１月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認大分地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

大分国民年金 事案 864 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年４月から 60 年３月までの付加保険

料を納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から 50年３月まで 

             ② 昭和 50年４月から 53年６月まで 

             ③ 昭和 53年 10月 

             ④ 昭和 54年１月から同年３月まで 

             ⑤ 昭和 54年５月から 55年３月まで 

             ⑥ 昭和 59年４月から 60年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 48 年＊月当時、大学生だったが、父が将来の

ために国民年金を掛けていたことを聞いているので、申立期間①、②、③、

④及び⑤の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

また、昭和 55年 10 月 30日に付加年金に加入し、国民年金保険料と一緒

に付加保険料も納付してきたので、申立期間⑥の付加保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間⑥について、オンライン記録では、当該期間の付加保険料は未納

とされているところ、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿では、申立

人の主張のとおり、昭和 55 年 10 月から付加保険料の納付が開始されている

上、申立期間⑥前後を通じて付加保険料が納付済みと記録されており、双方

の記録が相違していることが確認できることから、申立期間⑥当時、申立人

の年金記録について行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性が

うかがえる。 

一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該手帳

記号番号前後の被保険者記録及び国民年金手帳記号番号払出簿から、昭和 50



                      

  

年４月１日を資格取得日として 55 年 10 月頃に払い出されていることが推認

されることから、申立期間①は、国民年金の未加入期間であり、当該期間に

係る納付書は発行されず、当該期間の国民年金保険料を納付することはでき

なかったものと考えられる。 

また、申立期間②について、上記申立人の国民年金手帳記号番号の払出時

点では、当該期間は既に時効により、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

さらに、申立期間③、④及び⑤について、上記申立人の国民年金手帳記号

番号の払出時点では、当該期間は過年度納付可能な期間であるものの、申立

人から当該期間の国民年金保険料を遡って納付したことをうかがわせる明確

な主張は無く、当該期間の国民年金保険料を過年度納付していた事情は見当

たらない。 

加えて、申立期間①、②、③、④及び⑤当時、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、当

該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに当該期間の国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 59 年４月から 60 年３月までの付加保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大分厚生年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、30 万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年７月 16日から同年８月１日まで 

： ② 平成 12年６月 16日から同年７月１日まで 

申立期間①については、私はＡ社を平成９年７月に定年により一旦退職

すると同時に嘱託として再雇用された。この時、給与は下がったものの、

同年７月については、嘱託となる前の標準報酬月額 34 万円に相当する保険

料を給与から控除されたのに、社会保険庁（当時）の記録上、申立期間①

に係る標準報酬月額が 19万円となっていることに納得できない。 

申立期間②については、私は平成 12 年６月末までＡ社に勤務し、保険料

を給与から控除されたのに、社会保険庁の記録上、同社において申立期間

②に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことに納得できない。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額を 34 万円に訂正し、申立期間②

をＡ社に係る厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は申立期間①の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



                      

  

したがって、申立期間①については、Ａ社から提出された申立人の賃金に

係る資料（Ａ社が保管している賃金台帳に基づき作成した資料）により確認

できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、申立人の標準報酬月額を 30

万円とすることが必要である。 

なお、申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、Ａ社から提出された申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認及標準報酬決定通知書」（申立人がＡ社を定年退職したこと

に伴い、同社が改めて申立人の資格取得日を平成９年７月 16 日として届け出

たもの）の写しにより、同社は申立人の申立期間①に係る標準報酬月額を 19

万円として届け出たことが確認できることから、社会保険事務所（当時）は、

上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、前述の申立人の賃金に係る資料により、申立人は

申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されているこ

とが確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立人の勤務期間は平成 12 年６月 15 日までであ

り、申立期間②における勤務を確認できない旨回答しているところ、同社か

ら提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」の写し

により、申立人の退職日が同日である旨記載されていることが確認できる上、

雇用保険の被保険者記録によっても、申立人は同日に同社を離職しているこ

とが確認できるほか、申立人が同社を退職した直後に勤務した同社の関連会

社に事情を確認しても、申立人が申立期間②において同社に勤務していた事

実をうかがわせる回答を得ることができなかった。 

なお、ⅰ）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 19 条において、

被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までを被保険

者期間に算入することとされていること、ⅱ）同法第 81 条第２項において、

保険料は被保険者期間の計算の基礎となる各月につき徴収するものとすると

されていること等から、申立人が平成 12 年６月末日までＡ社に勤務していた

ことが確認できない場合、同年６月分の給与から厚生年金保険料が控除され

ていても、同法の規定により、申立人の同社に係る被保険者資格喪失日の訂

正を認めることはできない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立

期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成４年７月 31日から同年 10月 28日までの期間につい

ては、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は同年 10 月

28 日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 20 万円とすることが必要である。 

申立期間のうち、平成４年 10月 28日から同年 12月１日までの期間につい

ては、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認められることから、申立人のＡ社における上記訂正後の資

格喪失日に係る記録を同年 12 月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額

を 20万円にすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月 31日から同年 12月１日まで 

私は、平成４年６月１日から同年 11 月 30 日までＡ社に勤務していたに

もかかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成４年７月 31日から同年 10月 28日までの期間につい

ては、申立人のオンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

ではなくなった同年７月 31 日（現在は、平成４年 12 月１日に訂正されてい

る。）の後の同年 10 月 28日付けで、申立人の同年 10月の定時決定の記録を

取り消す処理と共に、被保険者資格を同年７月 31 日まで遡って喪失させる処

理が行われたことが確認できる。 

しかしながら、申立人に係る雇用保険の被保険者記録により、申立人は申

立期間においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる上、商業登記



                      

  

簿謄本により、同社は、申立期間において法人事業所であったことが確認で

きることから判断すると、申立期間において、同社は厚生年金保険法におけ

る適用事業所としての要件を満たしていたと認められる。 

また、Ａ社の元役員は、「当時、保険料を滞納していたので、その対処方

法について社会保険事務所（当時）と相談した。遡及訂正に関しては、私以

外の従業員は誰も知らない。」と供述していることから判断すると、資格喪

失日の遡及処理について、申立人が関与及び同意していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が平成４

年７月 31 日にＡ社に係る被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理

由は無く、当該資格喪失に係る処理は有効なものとは認められないことから、

申立人の資格喪失日は同年 10月 28日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述の取消処理が行われる前

の申立人に係る平成４年 10 月の定時決定の記録から、20 万円とすることが

妥当である。 

申立期間のうち、平成４年 10月 28日から同年 12月１日までの期間につい

ては、前述のとおり、申立期間において、Ａ社は厚生年金保険法における適

用事業所としての要件を満たしていたと認められるところ、申立人に係る雇

用保険の被保険者記録により、申立人は当該期間において同社に継続して勤

務していたことが認められる上、申立人と同年代の複数の同僚から提出され

た給与明細書により、当該同僚が当該期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていることが確認できることから判断すると、申立人についても、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述の取消処理が行われる前

の申立人に係る平成４年 10 月の定時決定の記録から、20 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該期間において厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしてい

るにもかかわらず、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認め

られることから、社会保険事務所は申立人に係る当該期間の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月１日から 50年４月１日まで     

私は、昭和 50 年９月 17 日までＡ社に勤務していたが、年金事務所に厚

生年金保険の加入記録を照会したところ、同年４月１日から同年９月 17 日

までの期間については被保険者記録が確認できるものの、申立期間につい

ては脱退手当金を支給済みであるとの回答を受けた。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間につい

て、脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、Ｂ事業所

及びＣ事業所に係る厚生年金保険被保険者期間、並びにＡ社に係る被保険者

期間のうち、申立期間より後の昭和 50 年４月 1 日から同年９月 17 日までの

期間に係る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。 

また、当該未請求期間のうち、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者期間につ

いて、事業所番号等索引簿等の記録により、昭和 50 年４月１日に同社に係る

厚生年金保険の事業所番号が変更されたことから、申立人の同社に係る被保

険者期間は、申立期間と分けて管理されていることが確認できるものの、申

立人は継続して同社に勤務していることから、申立人が脱退手当金の請求手

続を行うに当たり、誤った資格喪失日により申立期間のみの請求手続を行う

とは考え難い。 

さらに、Ａ社に係る被保険者期間における未請求期間と申立期間は、同一



                      

  

の被保険者記号番号で管理されているにもかかわらず、申立期間に係る脱退

手当金のみが支給決定されたこととされており、事務処理上不自然である。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人

の前後に厚生年金保険被保険者資格を取得した女性のうち、申立人が資格喪

失した昭和 50 年９月 17 日の前後３年以内に資格喪失し、かつ、その時点で

脱退手当金の支給要件を満たしていた 14 人（申立人を含む。）の脱退手当金

の支給記録を調査したところ、支給記録が確認できるのは申立人のみである

ことから、申立期間当時、同社が脱退手当金の代理請求を行っていたとは考

え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1143 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の標準賞与額に係る記録を平成 19 年８月９日は 15 万円、同

年 12 月 26 日は 25 万円、20 年８月８日は 15 万円、同年 12 月 25 日は 25 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月９日 

② 平成 19年 12月 26日 

③ 平成 20年８月８日 

④ 平成 20年 12月 25日 

私は、Ａ社に勤務し、全ての申立期間において賞与の支給を受け、当該

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、当該賞与は年金額の計算の

基礎となる標準賞与額とならない記録とされていることが判明した。 

全ての申立期間の標準賞与額に係る記録について、年金額の計算の基礎

となる記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書によると、申立人は、全ての申立期間に賞

与の支給を受け、当該賞与額に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、標準賞与額については、前述の賞与明細書における当該賞与額に係

る厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年８月９日は 15 万円、同年 12 月



                      

  

26 日は 25 万円、20 年８月８日は 15 万円、同年 12 月 25 日は 25 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23

年２月 21 日、及び同年９月 13 日に申立期間に係る賞与支払届をそれぞれ提

出しており、当該期間に係る同支払届の提出が漏れていたことを認めている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人の全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する平成８年４月１日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる

ことから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を同日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額については 14 万 2,000円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、Ａ事業所に平成８年３月 31 日までの期間において勤務し、その後、

同事業所の関連会社に異動したが、同事業所における厚生年金保険被保険

者の資格喪失日が同年３月 31日となっていることに納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録及びＡ事業所の回答から判断すると、

申立人は、申立期間において、同事業所に継続して勤務していたことが認め

られる。 

また、Ａ事業所が加入するＢ厚生年金基金から提出された申立人に係る厚

生年金基金加入員台帳によると、申立人の同事業所に係る基金加入員資格の

喪失日は平成８年４月１日となっていることが確認できるところ、同基金か

らは、基金及び厚生年金保険の資格喪失に係る届出用紙は複写式であった旨

の供述が得られている。 

さらに、Ａ事業所の当時の事務担当者とされる者は、「申立人に係る基金

加入員の資格喪失届を提出した以後、社会保険事務所及びＢ厚生年金基金に

対し、申立人の基金加入員の資格喪失日に係る記録の訂正依頼は行っていな

い。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が平成８年４月１日に厚

生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行っ



                      

  

たと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る平成８年２月の

オンライン記録及び前述の厚生年金基金加入員台帳に記録されている標準報

酬月額の記録から、14万 2,000円とすることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の標準賞与額に係る記録を平成 19 年８月９日は 20 万円、同

年 12 月 26 日は 25 万円、20 年８月８日は 15 万円、同年 12 月 25 日は 20 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月９日 

② 平成 19年 12月 26日 

③ 平成 20年８月８日 

④ 平成 20年 12月 25日 

私は、Ａ社に勤務し、全ての申立期間において賞与の支給を受け、当該

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、当該賞与は年金額の計算の

基礎となる標準賞与額とならない記録とされていることが判明した。 

全ての申立期間の標準賞与額に係る記録について、年金額の計算の基礎

となる記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書によると、申立人は、全ての申立期間に賞

与の支給を受け、当該賞与額に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、標準賞与額については、前述の賞与明細書における当該賞与額に係

る厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年８月９日は 20 万円、同年 12 月



                      

  

26 日は 25 万円、20 年８月８日は 15 万円、同年 12 月 25 日は 20 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23

年２月 21 日、及び同年９月 13 日に申立期間に係る賞与支払届をそれぞれ提

出しており、当該期間に係る同支払届の提出が漏れていたことを認めている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人の全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、昭和 63 年４月１日から平成２年６月１日までの期間を 20 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、当該期間における上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月３日から平成２年６月１日まで 

② 平成５年 12月 10日から６年 12月 22日まで 

私は、Ａ事業所の専務からの要請により、昭和 61 年 10 月３日に同社に

入社し、給与も前職と同水準（26 万円）を維持すると約束され、その後の

昇給により平成２年５月末の退職時には 35 万円の給与が支給されていた。

しかしながら、厚生年金保険被保険者の資格取得日がＡ事業所の入社日と

相違していること、及び実際の給与支給額に見合う標準報酬月額より低い

標準報酬月額が記録されていることに納得できない。 

申立期間①について、厚生年金保険被保険者の資格取得日をＡ事業所の

入社日に訂正し、標準報酬月額を同社から実際に支給されていた給与額に

見合う記録に訂正してほしい。 

また、私は、平成５年 12 月 10 日から６年 12 月 22 日までの期間におい

て、Ａ事業所から出向し、Ｂ県Ｃ市に所在したＤ社の代表取締役として勤

務したが、厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

申立期間②について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち昭和 63 年４月１日から平成２年６月１日までの期間に

ついて 

申立人は当該期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚



                      

  

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内で

あることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

オンライン記録によると、申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険の資格

取得時（昭和 63年４月１日）及び昭和 63 年 10月の定時決定に係る標準報

酬月額は、当初 20万円と記録されていたところ、同年 12月 12日付けで資

格取得時に遡及して 11万 8,000円とする訂正処理が行われている上、同社

に係る被保険者整理番号１番から 46 番までの厚生年金保険の被保険者のう

ち、36 人についても、上記と同様の記録訂正の事務処理がなされているこ

とが確認できる。 

また、前述の 36 人のうち、当時の給与明細書及び市民税・県民税特別徴

収税額通知書を所持している同僚については、同人に係るオンライン記録

によると、厚生年金保険の資格取得時（昭和 63 年６月１日）における標準

報酬月額は、当初９万 8,000 円と記録されていたものが、昭和 63 年 12 月

12 日付けで資格取得時に遡って６万 8,000 円とする訂正処理が行われた後、

平成元年 10 月から７万 2,000 円、同年 12 月から８万円にそれぞれ改定さ

れているところ、前述の給与明細書によると、当該期間を通じて、給与額

及び厚生年金保険料に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬

月額を上回っていることが推認又は確認できる。 

さらに、オンライン記録によりＡ事業所に係る厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる、申立人が事務担当者として記憶している同僚は、「私

がＡ事業所Ｅ店の従業員の給与計算を担当するようになった平成２年頃も、

資格取得時の標準報酬月額に基づく保険料額を引き続き給与から控除して

おり、保険料控除額の計算の基礎となる標準報酬月額を変更した記憶は無

い。」と供述している。 

これらの事実及び周辺事情を総合的に判断すると、申立人は、当該期間

を通じて、上記訂正前の標準報酬月額である 20 万円に見合う厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められることから、当

該期間に係る標準報酬月額については、20万円とすることが妥当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、元事

業主に照会しても回答を得られないが、事業主から申立人に係る報酬月額

訂正届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこ

れを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりの報酬月額訂正届を提出しており、その結果、社会保険事務所は、当



                      

  

該期間に係る上記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

なお、前述の昭和 63 年 12月 12日における遡及訂正処理について、年金

事務所は、「既に書類等は廃棄されているが、事業所から昭和 63 年 12 月

初旬に資格取得時の報酬訂正と算定基礎届訂正書類の提出があり、同年 12

月 12 日に処理されたものと考えられる。」、「当該事業所に係る保険料滞

納処分の有無については、平成３年度の滞納処分票により平成２年 11 月分

の保険料から滞納していた事跡が確認できるものの、それ以前は資料が残

っておらず不明。」と回答しているところ、同僚らは、「Ａ事業所は、厚

生年金保険の適用事業所となった昭和 63 年４月当時においては集客状況も

良く、経営状態は悪くなかった。」と供述しており、当該期間においてＡ

事業所が厚生年金保険料を滞納していた事情はうかがえないことから、当

該標準報酬月額の減額訂正について、社会保険事務所による不適切な遡及

訂正があったとまでは言えない。 

２ 申立期間①のうち昭和 61年 10月３日から 63年４月１日までの期間につ

いて 

勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び申立人の雇用保険の被保険者

記録から判断すると、申立人が、当該期間において、Ａ事業所に勤務して

いたことは認められる。 

しかしながら、事業所番号等索引簿によると、Ａ事業所は昭和 38 年 12

月 10 日に厚生年金保険の適用事業所となり、61 年３月 31 日に一旦厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなった後、63 年４月１日に再度厚生年金

保険の適用事業所となっており、当該期間において、同社が厚生年金保険

の適用事業所であったことが確認できない上、同社に係る厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる者はいない。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により厚生年

金保険の被保険者記録が確認できる同僚の一人は、「Ａ事業所が昭和 61 年

３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなった後、63 年４月１日に

再度厚生年金保険の適用事業所となるまでの期間において、同社の全ての

従業員は厚生年金保険被保険者の資格を喪失したため、私は厚生年金保険

の第四種被保険者として個人で厚生年金保険に加入していた。」と供述し

ているところ、オンライン記録によると、当該期間において、同人には厚

生年金保険の第四種被保険者記録が確認できる上、前述の同僚のＡ事業所

に係る給与明細書によると、当該期間において、給与から厚生年金保険料

を控除されていないことが確認できる。 

さらに、前述のとおり、事業所は既に廃止されていること等から、申立

人の当該期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除状況等につ



                      

  

いて確認できる関連資料及び事業主の供述を得ることができない。 

このほか、当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間②のうち平成５年 12 月 10 日から６年６月１日までの期間につ

いて 

商業登記簿謄本によると、申立人は平成５年 12 月９日にＤ社の代表取締

役に就任しており、６年３月 27 日に開催された同社に係る第１回取締役会

の議案によれば申立人は代表取締役として同取締役会に出席していること

が確認できる上、当該商業登記簿謄本により同社の役員であったことが確

認できる者は、「申立人が代表取締役に就任して最初の約３か月間はＢ県

でＤ社の経営に携わっていた。」と供述していることから判断すると、期

間を特定することはできないものの、申立人が同社に勤務していたことは

うかがえる。 

しかしながら、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ており、厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料等を得るこ

とができない。 

また、オンライン記録により、申立人は平成５年 11 月５日から６年５月

31 日までの期間においてＡ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確

認できるところ、申立人は、「私は、当該期間において登記上はＢ県に所

在したＤ社の代表取締役となっており、最初の約３か月間においてＢ県に

常駐していた。その後、同社の経営が行き詰まり、Ｆ施設運営からは事実

上撤退した。このため、勤務のほとんどはＡ事業所が経営するＦ施設で統

括Ｇ本部長としての業務に従事し、毎月のうち数日間だけＢ県に所在した

Ｄ社で勤務していた。」と供述しているものの、オンライン記録によると、

申立人のＤ社及びＡ事業所に係る二以上事業所勤務届の記録は確認できな

い。 

このほか、当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、当委員会では、特例法に基づき記録訂正が認められるか否かを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象

者（申立人）が、「事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知りうる状態であったと認められる場合については、

記録訂正の対象とすることはできない。」と規定されているところ、前述

のとおり、申立人は当該期間においてＤ社の代表取締役であったことが確

認できることから、申立人は当該規定に該当すると認められ、当該期間に



                      

  

ついては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

４ 申立期間②のうち平成６年６月１日から同年 12 月 22 日までの期間につ

いて 

  オンライン記録によると、申立人は、当該期間について、当初、Ｄ社に

係る厚生年金保険被保険者の資格を平成６年６月１日付けで取得したが、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった同年 12 月 22 日より

後の７年１月４日付けで遡及して当該資格取得に係る記録を取り消されて

いることが確認できる上、申立人のほかに６人の同僚についても、遡って

資格喪失に係る記録を訂正されていることが確認できる。 

また、Ｄ社に係る滞納処分票から、同社が平成６年５月から同年 11 月ま

での期間において、厚生年金保険料を滞納していたことがうかがえる。 

これらの事実などから判断すると、前述の遡及訂正に係る社会保険事務

所の処理は実態に即したものとは認められない。 

しかしながら、前述のとおり、申立人は当該期間においてＤ社の代表取

締役であったことが確認できる上、前述の滞納処分票の記載内容から、前

述の遡及訂正処理が行われた時期の前後の期間において、申立人は同社に

係る滞納保険料の納付方法について社会保険事務所と協議している状況が

見受けられることから判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、当該期間に係る自らの資格取得の取消処

理が有効なものでないと主張することは信義則上認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に当初届け出た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間

①の標準報酬月額を 28 万円に、申立期間②の標準報酬月額を、平成９年２月

１日から同年８月１日までの期間は 36 万円、同日から 10 年５月１日までの

期間は 50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月１日から９年２月１日まで 

② 平成９年２月１日から 10年５月１日まで 

私は、申立期間①はＡ社に在籍し、申立期間②はＢ社に在籍した。両事

業所は実質的な経営者が同一人の関連会社である。 

両申立期間については、支給されていた給与額と比較して標準報酬月額

が著しく低い金額で記録されている。 

両申立期間について、実際の給与額に見合う標準報酬月額の記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間①における標準報酬月額につ

いては、当初 28 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなった平成 10 年５月１日より後の同年５月 19 日付けで、

８年６月１日に遡及して９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認でき

る。 

同様に、オンライン記録によると、申立人の申立期間②における標準報酬

月額については、当初、平成９年２月１日から同年８月１日までの期間は 36

万円、同日から 10 年５月１日までの期間は 50 万円と記録されていたところ、

Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった 10 年５月１日より後の

同年５月 18日付けで、９年２月１日に遡及して９万 8,000円に減額訂正され

ていることが確認できる。 



                      

  

また、申立期間①及び②において、社会保険事務所が当該減額訂正処理を

行う合理的な理由は無い。 

これらの事実を総合的に判断すると、申立期間①及び②において標準報酬

月額に係る有効な記録訂正があったとは認められない。 

一方、商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間①においてはＡ社の

取締役であり、申立期間②においてはＢ社の取締役であることが確認できる

ことから、当該期間において、記録訂正をすることについて信義則上の問題

があるかどうかを検討する。 

この点について、申立人は、「私はＡ社及びＢ社において取締役ではあっ

たが、Ｃ業務専任であり、社会保険事務に関する権限は無く、当該事務に関

与していなかった。」と供述しているところ、複数の同僚は、「Ａ社及びＢ

社は実質的な経営者が同一人の関連会社である。申立人は両事業所において

取締役であったが、Ｃ業務専任であり、社会保険事務に関する権限が無く、

関与もしていなかった。」と供述しており、当時両事業所の事務を担当して

いたとされる者も、「Ａ社及びＢ社の実質的な経営者は同一人であり、両事

業所が滞納していた保険料の解消方法については、実質的な経営者が社会保

険事務所と協議していた。」と供述していることなどから判断すると、申立

人は両事業所に係る社会保険事務について権限を有しておらず、両事業所に

係る前述の減額訂正に係る届出にも関与していなかったと認められ、申立人

の年金記録を訂正することについて信義則上の問題はないと判断する。 

したがって、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 28 万円に、申立期間②に係る標準報酬月額は事業主が

社会保険事務所に当初届け出た、平成９年２月１日から同年８月１日までの

期間を 36万円、同日から 10年５月１日までの期間を 50万円に訂正すること

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分国民年金 事案 865 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 42 年３月までの期間、45 年４月から 48 年３

月まで期間及び同年７月から 51 年３月まで期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 42年３月まで 

② 昭和 45年４月から 48年３月まで 

③ 昭和 48年７月から 51年３月まで 

国民年金制度が開始された当初の昭和 36 年頃、父が母と妻の分と一緒に

私の国民年金についても加入手続を行い、保険料を納付してくれていた。   

申立期間の国民年金保険料が母と妻は納付済みとなっているのに、私だ

けが未納又は免除となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「国民年金制度が開始された当初の昭和 36 年頃、父が母と妻の 

分と一緒に私の国民年金についても加入手続を行い、保険料を納付してくれ

ていた。」旨主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民

年金手帳記号番号払出簿及び当該手帳記号番号前後の被保険者記録から、昭

和 42 年４月頃にＡ町で払い出されたことが推認されることから、申立人につ

いてはこの頃に国民年金への加入手続がなされたものと考えられる一方で、

申立人の妻及び母親の国民年金手帳記号番号は、上記払出簿から 36 年７月に

同町において連番で払い出されていることが確認できる。これらの状況は、

３人同時に国民年金に加入し保険料を現年度納付したとする申立人の主張と

は符合しない上、当該加入時点において、申立期間①の大部分は、既に時効

により保険料を納付できない期間である。 

また、申立期間②及び③については、申立人に係るＢ市の国民年金被保険

者名簿の備考欄に「45.４.10Ａ町より」と記載されており、申立人がＡ町か

ら同市へと国民年金の住所変更手続を行ったことが確認できるものの、申立



                      

  

人からは同市において保険料を納付していたとする具体的な供述は得られな

いほか、申立人と一緒に納付していたとする申立人の妻及び母親は申立期間

においてはＡ町で納付しているなど、申立人が同市において保険料を納付し

ていた事情はうかがえない。 

さらに、申立期間①は 72 か月、申立期間②は 36 か月及び申立期間③は 33

か月とそれぞれ長期間であるほか、申立人は国民年金の加入及び保険料納付

に直接関与しておらず、申立期間の保険料を納付したとする父親は既に死亡

しており、当該期間に係る国民年金の加入及び保険料の納付状況等が不明で

ある。 

加えて、申立期間当時、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間の国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                      

  

大分厚生年金 事案 1139 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年頃から 48年頃まで 

 ② 昭和 48年頃から 50年頃まで 

 ③ 昭和 62年頃から平成４年頃まで 

申立期間①については、私は昭和 47 年頃からの１年間、Ａ事業所にＢ職

種として勤務していたのに、年金事務所の記録上、申立期間①に係る厚生

年金保険の被保険者記録が確認できないことに納得できない。 

申立期間②については、私は昭和 48 年頃からの２年間、事業所名は覚え

ていないが、Ｃ駅の近くに所在していた「Ｄ」の名称を有する建物内のＥ

を販売する会社に勤務していたのに、年金事務所の記録上、申立期間②に

係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことに納得できない。 

申立期間③については、私は昭和 62 年頃からの５年間、事業所名は覚え

ていないが、同年頃に倒産したＦ社に商品を納入していた会社に勤務して

いたのに、年金事務所の記録上、申立期間③に係る厚生年金保険の被保険

者記録が確認できないことに納得できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票により厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚の供述から判断

すると、勤務期間を特定することはできないものの、申立人は当該事業所

に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人は、Ａ社にＢ職種として勤務していた旨主張して

いるところ、同社及び同社の健康保険組合は、申立期間①当時、Ｂ職種の



                      

  

者は厚生年金保険及び健康保険に加入させていなかった旨回答している上、

前述の被保険者原票により被保険者記録が確認できる複数の同僚（前述の

申立人を覚えている同僚を含む。）が、申立期間①当時、Ａ事業所では、

内勤者は厚生年金保険に加入させていたが、Ｂ職種の者は厚生年金保険に

加入させていなかった旨供述しているところ、当該複数の同僚はいずれも

内勤の事務職等として当該事業所に勤務していた旨供述している。 

また、Ａ社は、「申立人に係る勤務状況、厚生年金保険の加入状況等に

ついては、当時の資料が無いため不明である。」と回答している上、前述

の被保険者原票により被保険者記録が確認できる複数の同僚に事情を確認

しても、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかが

わせる回答を得ることはできなかった。 

さらに、前述の被保険者原票を確認しても、申立期間①及びその前後の

期間において申立人の氏名は確認できず、被保険者整理番号に欠番も無い。 

２ 申立期間②については、申立人は、事業所名は覚えていないが、Ｃ駅近

くに所在していた「Ｄ」の名称を有する建物内のＥを販売する会社に勤務

していた旨主張していることから、申立期間②当時のＣ駅周辺の住宅地図

により「Ｄ」の名称を有する建物を確認した上で申立人に当該住宅地図を

送付したところ、申立人から、申立事業所が所在していた建物（マンショ

ン）を特定する新たな供述を得られたため、当該建物（マンション）の管

理組合に事情を確認するとともに、申立人が営業に出向いたことがあると

する事業所にも事情を確認したが、いずれからも申立事業所に関する供述

を得ることができず、申立期間②に係る申立事業所を特定することができ

なかった。 

また、オンライン記録上、事業所名に「Ｅ」の名称が確認できるＧ県内

の５事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立

期間②及びその前後の期間において、申立人の氏名は確認できない。 

３ 申立期間③については、申立人は、事業所名は覚えていないが、昭和 62

年頃に倒産したＦ社に商品を納入していた会社に勤務していた旨主張して

いることから、商業登記簿により確認できる同社の元役員二人、及びその

二人が申立期間③当時の同社Ｈ出張所長であったとする者に事情を確認し

たが、いずれも申立人を記憶していない上、申立事業所に関する供述を得

ることができず、申立期間③に係る申立事業所を特定することができなか

った。    

４ このほか、全ての申立期間において、各事業主により申立人の厚生年金

保険料が給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として全

ての申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されて



                      

  

いたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1140 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から９年９月 11日まで 

私は、申立期間においてＡ社に勤務していたが、社会保険庁（当時）の

記録によると、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が実際に支給

されていた給与額に比べて低い金額で記録されている。 

申立期間について、実際の給与額に見合う標準報酬月額の記録に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

なお、特例法に基づき記録の訂正が行われるのは、上記の額が社会保険庁

の記録を上回る場合である。 

申立人から提出された申立期間当時、申立人の給与が振り込まれていた金

融機関の「預金取引明細表」に記載されているＡ社からの入金記録及び申立

人に係る雇用保険の離職時賃金日額の記録から判断すると、申立人の申立期

間における給与支給額は、社会保険庁に記録されている標準報酬月額（28 万

円）を上回っていたことが推認できる。 

しかしながら、Ｂ市から提出された申立人に係る平成９年度（平成８年

分）及び 10 年度（平成９年分）の所得証明書に記載された社会保険料控除額



                      

  

は、いずれもオンライン記録の標準報酬月額（28 万円）に基づき算出した申

立期間における厚生年金保険料等の額とおおむね一致していることが確認で

きることから、申立人は、申立期間において、オンライン記録の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと推認で

きる。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、同

社の元事業主から回答が得られない上、オンライン記録において同社に係る

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚に事情を確認しても、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実をうかがわせる供述を得ることはできなかったほか、

オンライン記録を確認しても、申立人の同社に係る標準報酬月額について、

遡って訂正されたなど不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1141 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人の両申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60年８月１日から 62年９月１日まで 

         ② 平成９年９月１日から 12年９月１日まで 

私は、両申立期間を含む昭和 53 年４月から平成 14 年３月までの期間に

おいて、Ａ社の代表取締役であった。 

申立期間①については、私の報酬月額を 20 万円から 30 万円に上げた時

期であったが、社会保険事務所（当時）の記録上、申立期間①に係る標準

報酬月額が 26万円とされていることに納得できない。 

申立期間②については、それ以前の期間と同様に私の報酬月額は 60 万円

であったが、社会保険事務所の記録上、申立期間②に係る標準報酬月額が

41万円とされていることに納得できない。 

両申立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、商業登記簿謄本、申立人の主張及びＡ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票により厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる複数の者の供述により、申立人は申立期間①において同社の代

表取締役であったことが確認できるところ、同社は既に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっている上、申立人は同社の賃金台帳等の関連資

料を保管しておらず、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認

することができないほか、当該複数の者に事情を確認しても、申立人が、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されて

いたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

また、前述の被保険者原票により確認できる申立人の申立期間①に係る

標準報酬月額はオンライン記録と一致している上、当該被保険者原票を確



                      

  

認しても、申立人のＡ社における申立期間①の標準報酬月額について遡っ

て訂正されるなど不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

なお、仮に、申立期間①について、申立人がその主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことができたとしても、「厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律」（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書で

は、特例対象者（申立人）が、「事業主が厚生年金保険の保険料納付義務

を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場

合には、特例対象者を記録訂正の対象とすることはできない。」と規定さ

れているところ、前述のとおり、申立人は、申立期間①において、Ａ社の

代表取締役であったことが確認できる上、申立人も申立期間①における自

身の社会保険事務への関与を認めており、申立人は、当該規定に該当する

と判断されることから、申立期間①については、特例法に基づく記録訂正

の対象とすることはできない。 

  ２ 申立期間②のうち、平成９年９月から 12 年３月までの期間については、

商業登記簿謄本において、Ａ社は 14 年６月に破産宣告を受けていることが

確認できるところ、同社の破産処理に関与したとする法律事務所から提出

された同社の平成 10 年度及び 11 年度決算報告書により、当該期間のうち、

10 年４月から 12 年３月までの期間における申立人の報酬月額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額に見合う金額であることが確認できる上、申立人

は当該期間に係る同社の給与台帳等の関連資料を保管しておらず、申立人

の当該期間における厚生年金保険料控除額を確認することができない。 

また、申立期間②のうち、平成 12 年４月から同年８月までの期間につい

ては、前述の法律事務所から提出されたＡ社の平成 12 年度決算報告書、及

び申立人が保管している 12 年６月分、同年７月分及び同年８月分の給与台

帳により確認又は推認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う

標準報酬月額が、申立人が主張する額であったことが確認又は推認できる。 

    しかしながら、前述の商業登記簿謄本により、申立人は、当該期間のう

ち、平成 12年４月 25 日から同年５月 20日までの期間を除く期間において、

Ａ社の代表取締役であったことが確認できる上、申立人も当該期間におけ

る自身の社会保険事務への関与を認めており、前述の特例法第１条第１項

ただし書の規定に該当すると判断されることから、当該期間については、

特例法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

    なお、申立期間②のうち、平成９年９月１日から同年 12 月 26 日までの

期間については、オンライン記録により、申立人の標準報酬月額が、同年

12 月 26 日付けで同年９月１日に遡って 47 万円から 41 万円に訂正されて

いることが確認できるものの、前述のＡ社の平成 10 年度決算報告書により

推認される申立人の当該期間に係る報酬月額から判断すると、当該遡及訂



                      

  

正は実態に即した訂正である可能性がうかがえることから、当該期間に係

る申立人の標準報酬月額について、社会保険事務所による不合理な事務処

理が行われたとまでは判断できない。 

３ これらを総合的に判断すると、申立人の両申立期間における厚生年金保

険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1142 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

 申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月 16日から平成３年８月１日まで 

私がＡ社に勤務していた期間のうち、昭和 59年 10月から 62年９月まで

の期間は 23万円、同年 10月から平成２年７月までの期間は 25 万円、同年

８月から３年７月までの期間は 28 万円の給与を受け取っていたが、当該期

間に係る標準報酬月額が実際の給与額に比べて低い金額で記録されている。 

申立期間について、実際の給与額に見合う標準報酬月額の記録に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元役員は、「昭和 59 年当時、Ａ社は社会保険料を滞納していたため、

従業員の本来の給与額に見合う保険料額よりも低額の保険料しか社会保険事

務所（当時）に納付していなかった。」と供述している上、オンライン記録

により、昭和 60 年４月及び同年 10 月に同社に係る多数の被保険者の標準報

酬月額が下がっていることが確認できることなどから判断すると、申立期間

当時、同社は、従業員の実際の報酬月額よりも低い標準報酬月額を社会保険

事務所に届け出ていた可能性がうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ており、同社の元事業主に照会しても回答を得られず、申立期間に係る賃金

台帳、給与明細書等の関連資料が確認できないほか、同社に係る厚生年金保

険の被保険者記録が確認できる複数の同僚に事情を確認しても、申立人が申

立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実をうかがわせる供述等を得ることはで

きなかった。 

また、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンラ

イン記録を確認しても、申立人の標準報酬月額について遡って訂正されたな

ど不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 



                      

  

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第

１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、「事業主が厚生年金保

険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であっ

たと認められる場合には、特例対象者を記録訂正の対象とすることはできな

い。」と規定されているところ、商業登記簿により、申立人は申立期間にお

いてＡ社の役員であったことが確認できる上、前述の被保険者原票及びオン

ライン記録により被保険者記録が確認できる元従業員が、申立期間当時、申

立人は同社の専務として労働組合等と厚生年金保険に係る交渉等に対応して

いた旨供述していることを踏まえると、当該規定に該当する可能性がうかが

える。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年７月１日から 29年４月１日まで 

② 昭和 31年３月頃から 33年４月頃まで 

③ 昭和 33年７月１日から 36年３月１日まで 

私は、申立期間①はＡ社Ｂ営業所に、申立期間②及び③は同社Ｃ支店

（現在は、Ａ社Ｄ支店）に勤務していたが、全ての申立期間について厚生

年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について 

申立人は、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたと主張しているものの、申立人

の同社Ｂ営業所に係る雇用保険の被保険者記録を確認することができない

上、同社Ｄ支店が保管する社員名簿によっても、申立人が、申立期間①に

おいて、同社Ｂ営業所に勤務していたことを確認することはできない。 

また、事業所番号等索引簿から、Ａ社Ｂ営業所が厚生年金保険の適用事

業所であったことを確認することはできない。 

さらに、Ａ社Ｄ支店に照会したところ、同社からは、「賃金台帳等の資

料を保管しておらず、保険料控除については不明。」との回答がなされて

おり、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除等を確認するこ

とができない。 

このほか、申立期間①における申立てに係る事実について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により厚生



                      

  

年金保険の被保険者記録が確認できる、申立人が記憶している申立人と同

職種の同僚は、「Ａ社Ｂ営業所が所在した地域周辺を管轄していたのは同

社Ｃ支店であった。」と供述しているが、当該被保険者名簿においても、

申立期間①に係る申立人の厚生年金保険の被保険者記録を確認することは

できない。 

２ 申立期間②について 

申立人は、当該期間において、Ａ社Ｃ支店に勤務していたと主張してい

るものの、申立人の同社Ｃ支店に係る雇用保険の被保険者記録を確認する

ことができない上、前述の社員名簿においても申立人が当該期間において、

同社Ｃ支店に勤務していたことを確認することができない。 

また、Ａ社Ｄ支店に照会したところ、同社からは、「賃金台帳等の資料

を保管しておらず、保険料控除については不明。」との回答がなされてお

り、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除等を確認すること

ができない。 

このほか、申立期間②における申立てに係る事実について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について 

申立人の雇用保険の被保険者記録及び前述の社員名簿から、申立人が、

当該期間において、Ａ社Ｃ支店に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、前述の被保険者名簿から昭和 36 年３月１日にＡ社Ｃ支店

に係る厚生年金保険被保険者資格を取得したことが確認できる 10 人（申立

人を含む。）について、前述の社員名簿及び雇用保険の被保険者記録を検

証したところ、ⅰ）社員名簿において人事記録が確認できる６人全員の厚

生年金保険被保険者の資格取得日は、社員名簿における雇入年月日よりも

後になっていること、ⅱ）同社Ｄ支店に係る雇用保険の被保険者記録が確

認できた７人全員の厚生年金保険被保険者の資格取得日は、雇用保険被保

険者の資格取得日よりも後になっていることが確認できることから、同社

Ｃ支店は、従業員について、必ずしも入社又は雇用保険の被保険者資格の

取得と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえ

る。 

また、Ａ社Ｄ支店に照会したところ、同社からは、「賃金台帳等の資料

を保管しておらず、保険料控除については不明。」との回答がなされてお

り、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除等を確認すること

ができない。 

このほか、申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保



                      

  

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


